
令和 8年 7月 16 日 

 

発注予定一覧（見積依頼） 

 

教育環境整備室 

担当：坪田 

TEL：075-256-0090 

 

１ 概要 

  京都御池中学校・複合施設の建築設備・防火設備点検を依頼したく、期日までに見積書

をご提出いただきますようお願いいたします。 

 

２ 見積書提出期限 

  郵送、持参、または電子メールのいずれかの方法で、令和 8年 7月 30 日（木）11 時ま

でにご提出ください。 

  送付・持参先：604‐0955 京都市中京区柳馬場通御池上る虎石町４５－３他 

               京都御池中学校・複合施設内 中央監視室 坪田 

  メールアドレス：xj486-tsubota@edu.city.kyoto.jp  

 

３ 発注内容等 

  建築設備・防火設備点検 

 

４ 見学会、説明会の開催 

令和 8年 7月 22 日（水）13 時から簡単な見学会と説明会を開催します。 

※他、消防点検業務の発注に関する見学会、説明会を兼ねる形とします。 

 

５ 納入場所 

上記送付先と同じ 

 

６．委託業務期間 

令和 8年 8月 3日（月）から令和 9年 1月 29 日（金）まで（納期は調整可能）  

 

【留意事項】 

(１) 京都市競争入札参加有資格者に限ります。 

(２) 見積書の宛先は『京都市長』としてください。 

(３) 見積金額には消費税及び地方消費税相当額を除く金額（税抜き）を記載してくださ

い。 

(４) 押印なしの見積書も受け付けます。その場合、担当者氏名及び連絡先を明記してくだ

さい。 

(５) 同額での見積書が提出された場合、先に受け付けた事業者様を優先します。 

(６) 契約決定事業者様にのみ、令和 8年 7月 30 日（木）12 時までに電話でご連絡します。 
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業務委託仕様書 

 

１ 委託業務名 

  京都御池中学校・複合施設の建築設備等についての定期点検業務委託 

 

２ 委託期間 

  令和８年８月３日（月）から令和９年１月２９日（金）まで 

 

３ 委託業務 

⑴ 教育委員会教育環境整備室（以下「発注者」という。）は、受注者に対し、建築基準法（以下法という。）第１２

条４項による建築設備、防火設備の規定に基づく定期点検業務について、次の事項を委託する。 

① 現地での点検の実施 

② 定期点検報告書への状況記入 

⑵ 定期点検結果の判定及び報告 

定期点検結果について判定のうえ、発注者及び点検対象施設へ報告する。 

⑶ ⑴の点検結果において、要是正報告項目がある場合は、「重大な事故等につながる恐れのある事項と対応

方法の一覧」を参考に、重大な事故等につながる恐れのある指摘内容があるかを確認し、ない場合はその

旨を、ある場合は、想定被害内容、是正方法及び是正に要する概算費用を検討し、その結果を報告する。 

 

４ 点検の対象物 

⑴ 京都御池中学校 

⑵ 京都老人デイサービスセンター 

⑶ おいけあした保育園 

⑷ 賑わい施設（３施設） 

⑸ 柳池学区自治会館（別棟） 

⑹ 柳池消防分団（別棟） 

⑺ 共用施設他 

 

５ 点検の対象項目 

前項４項の各施設について、次の⑴⑵項について点検する。 

⑴ 建築設備（昇降機を除く） 

法第１２条４項に基づき、換気設備、排煙設備、非常用の照明設備、給水設備及び排水設備を点検する。な

お、地中埋設部分等構造体の内部状況においては、外部に異常を認めない限り適正な状態にあるとみなす。 

⑵ 防火設備 

法第１２条４項に基づき、防火シャッター、随時閉鎖式防火扉を点検する。 

 

 

 

 



６ 点検基準 

前項の⑴項から⑶項につき、次の各項にある告示や規則等による様式、基準に従い、定期調査報告書、定

期検査報告書、消防用設備等（特殊消防用設備等）点検結果報告書、防火対象物点検結果報告書を作成す

る。 

⑴ 建築設備（定期検査報告書） 

建築設備等（昇降機及び遊戯施設を除く）の定期検査報告における検査及び定期点検における点検の項

目、事項、方法及び結果の判定基準並びに検査結果表を定める件（平成２０年３月１０日国土交通省告示２８

５号）別記様式、別表、別添様式 令和７年７月１日施行 

⑵ 防火設備（定期検査報告書） 

① 防火設備の定期検査報告における検査及び定期点検における点検の項目、事項、方法及び結果の判

定基準並びに検査結果表を定める件（平成２８年５月２日国土交通省告示７２３号） 別記様式、別添１

様式、別添２様式  

② 京都市定期報告制度の調査・検査内容の見直しについて（令和７年７月施行） 

 

７ 点検の資格 

  点検者は次の資格のいずれかを所持していること    

必 要 な 資 格 建築設備 防火設備 

１ 級 建 築 士 〇 〇 

２ 級 建 築 士 〇 〇 

建築設備等検査員 〇 〇 

消 防 設 備 士 － － 

防火対象物点検資格者 － － 

 

８ 貸与品 

⑴ 受注者は、学校平面図、計画通知の写し、過去の法１２条点検資料、その他業務に必要な書類で、発注者が

貸与可能と判断する資料等（以下「貸与資料」という。）を発注者から借り受けることが出来る。 

⑵ 受注者は、貸与資料を受けたときは、引渡の日から７日以内に、発注者に受領書又は借用書を提出しなけ

ればならない。 

⑶ 受注者は、貸与資料等について責任をもって取り扱わなければならない。万一、破損した場合には、受注者

の責任において原状に復して返還しなければならない。 

⑷ 受注者は、委託業務完了後に発注者へ貸与された資料等をすべて返却しなければならない。 

 

９ 委託業務の着手など 

⑴ 受注者は、業務の開始前に、着手届、担当技術者通知書を提出し、発注者の承認を受けること 

⑵ 受注者は、事前もしくは初回点検時に施設管理者から書面（様式不問）によるヒアリングを実施すること 

 （ヒアリング内容の例） 

  ・設備の異常（照明、換気、排煙、非常用設備等） 

  ・日常転園、使用上で気になる事項全般 

  ・過去に修繕を行った個所やその経過 



⑶ 受注者は、発注者の指示を受け、委託の条件及び仕様書の内容を十分に把握しなければならない。 

⑷ 受注者は、点検計画の内容を変更する場合は、その都度発注者と協議しなければならない。 

⑸ 受注者は、この契約について受注者の一括再委託契約は認めない。 

⑹ 受注者は、成果品（未完成の成果品及び業務を行う上で得られた記録等を含む）を第三者に譲渡し、貸与

し、又は質権その他の担保の目的にしてはならない。ただし、あらかじめ発注者の書面による承諾を得た場

合はこの限りではない。 

⑺ 受注者は、業務上知り得た事項を当該業務に関わる者以外に漏らしてはいけない。 

⑻ 受注者は、発注者の求めに応じて、進捗状況等の報告をしなければならない。 

⑼ 受注者は、業務を完了したときは、その成果品を発注者の指定する場所に納品し、発注者又は発注者の指

定する職員の検査を受けなければならない。 

⑽ 受注者は、前項の検査に合格した時をもって業務を完了したものとし、当該検査に不合格となったときは、

遅滞なくこれを引取り、速やかに当該成果品を補修又は再製し、改めて検査を受けなければならない。 

⑾ 受注者は、前項の検査に合格したときは、発注者の定める手続き及び書式に従って、速やかに発注者に対

し契約金額の支払いを請求するものとする。 

⑿ 本業務委託に関わる委託料は、業務完了後一括で支払う。 

 

10 その他 

⑴ 点検実施日は、事前に点検対象施設と日程調整を行い、原則として点検施設の指示に従うこと。 

⑵ 受注者は、業務の実施について、発注者又発注者の指定する職員（担当職員）の指示又は監督に従わなけ

ればならない。 

⑶ 受注者は、点検業務に際しては、点検作業者の所属会社名、氏名、資格証を明らかにし、点検対象施設の

施設管理者の許可を受けてから、施設管理者の立会のもとに行う。 

⑷ 受注者は、業務実施に当たり点検作業に従事する者の氏名及び資格を発注者に通知しなければならない。 

⑸ 点検実施に当たり、建物及び付属物を滅失又は破損することにないよう、細心の注意をもって点検に当たる

こと。万一、事故が生じた場合は、受注者の責任において賠償すること。 

⑹ 点検終了後は、電源電圧の確認、スイッチ類の位置、収納状態、施錠状態を再度確認する事により、必ず元

の状態に復元しておくこと。 

⑺ 受注者は、委託業務の内容が、仕様書又は発注者の指示、もしくは受注者と発注者との協議や打合せの内

容と適合しない場合において、発注者から修正を求められたときは、速やかに応じなければならない。 

⑻ 受注者は、委託業務の遂行に必要な場合を除き、発注者の許可なく報告書等（協議及び打ち合せ時の記録

を含む。）の内容を、他人に閲覧、複写又は譲渡してはならない。 

⑼ 受注者は発注者の求めに応じて、進捗状況を報告しなければならない。 

⑽ その他詳細については、発注者の指示によるものとする。 

 

11 成果品 

⑴ 建築設備の定期検査報告書 

本仕様書「４」の点検対象物を複合施設として１冊にまとめ報告書として、３部作成する。 

⑵ 防火設備の定期検査報告書 

本仕様書「４」の点検対象物を複合施設として１冊にまとめ報告書として、３部作成する。 



 

12 点検結果報告書の提出方法 

⑴ 京都御池中学校・複合施設の管理室に提出すること。 

⑵ 各報告書は A４版とし、製本テープで束ねて必要数を束ねて提出すること。 

⑶ 電子データはエクセル又はワードデータとし、CD 又は DVD に保存して提出すること。 

 

13 連絡先 

⑴ 点検の日程調整、現地での確認、本仕様書に関する質問等 

京都市中京区柳馬場通御池上る虎石町４５－３他 

  京都御池中学校・複合施設内 管理室 坪田 

  電話番号：０７５－２５６－００９０ 

メールアドレス：xj486-tsubota@edu.city.kyoto.jp 

⑵ 契約、支払事務等に関すること 

京都市中京区寺町通御池上る上本能寺前町４８８ 

  教育委員会教育環境整備室 菅野 

電話番号：０７５－２２２－３７９６ 

メールアドレス：k-sugano@edu.city.kyoto.jp 
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